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＊「定期試験解説［最終版］」は、定期試験終了時に配布した「定期試験解説」に加筆修正したものです。個別事例毎の採点基準の点での変更はありません。加筆修正したのは、①「Ⅰ．全体的解説」部分、②「Ⅱ．個別事例毎の解説」に採点した上で気づいた点を「コメント」として記述した部分、③合格率と合格者に占める成績の構成比率の記載、です。

試験問題

以下の①から⑤の新聞記事の中から二つを選び、それぞれ次の点につき答えなさい。

　１．記事において問題となっている労働法上の論点

　２．その論点の前提となる法状況の説明

　３．その論点に関する諸説

注意：1.いずれの記事を選択したのかを明記すること。                                        

　　　　2.二題の解答がないと解答とは認めない。一題の解答のみではそもそも解答とは扱わない。  

      　3.二題の解答の順序は問わない。                                                      

　　　　4.出題への解答に直接関係のない事項を記入した場合には、答案を無効と扱う。            

      　5.設問１～４をこの順番で解答する必要はないが、全体として論旨が通っている必要がある。

      　6.採点基準（各問５０点満点、合計１００点満点で採点する）                            

       　 a)設問の１．から４．の項目毎に、基本的には○△Ｘの三段階評価を行う。              

        　b)必要なことが述べられている場合に１０点。不十分にしか述べられていない場合に５点。                              

　　　　　　何も述べられていない場合、ないし関係ないことを述べている場合で、０点。

c)さらに、独創的な考えがみられた場合には、各問共に10点の範囲で追加点をつける。        

　４．その論点に関する自らの見解
Ⅰ．全体的解説

＊以前に配布した「解説」に記述してある内容は省略しました。1)試験と日常学習、2)解答の形式、3)個別解答項目の注意、については以前のものを参照してください。ここでは、採点していて気づいたことのみを挙げておきます。

1)新聞記事のこれだけの情報で事実関係についての判断などできない、ということは繰り返し述べているが、理解されていない者が何人もいた。法的思考とは、事実関係を判断するための判断基準を設定した上で、具体的事実にそれを適用する、ということです。判断基準の議論と具体的事実への当てはめの議論が混同しているのは、基本である法的思考が身に付いていないことを示しています。

2)無条件に「折衷説」が良い説だと考えている者が多くいるように感じました。「折衷説」とはたいていの場合は論理的には根拠が不明確なものです。そのようなあいまいなものに逃避するのではなく、しっかりと自分の考えで判断してください。

Ⅱ．個別事例毎の解説

①香川県職組事件　　　　　　　　　　　　　　　　朝日新聞2001年09月20日
　県は１９日、出先機関の再編成に抗議して８月８日に最大２９分間のストライキをした県職員労働組合の幹部ら３０人を１９日付で減給を含む懲戒処分とし、各支部の役員ら１６６人を書面訓告としたと発表した。有岡宏総務部長は「厳しい経済状況の中、争議行為を行ったことは県民の信頼を著しく損なう。厳しい対応をとらざるを得ない」と説明。全国の統一運動ではなく、県独自の運動であることも、処分を重くした判断材料のひとつという。一方、県職員労働組合の豊永幸一委員長は「県職員の労働条件よりも住民福祉を最低限守ろうという運動だった」としたうえで、「争議行動の目的や経過、影響などを十分検討することなく決められた『結論先にありき』の処分で納得がいかない」と述べた。

１．論点

　1)要点：公務員へのストライキ禁止は合憲か否か

  2)採点基準：ストライキ禁止の是非の趣旨を提示するのみであれば、△

法的議論として文章で説明していれば、○

＊コメント：「公務員のストライキが合憲か否か」という解答が何枚も見られた。ストライキを禁止する法律が憲法違反か否か、という論理しかなりたちませんから、何を書いているのか意味不明です。しかし、このような解答が何枚も見られたということは、誤った内容の「模範解答」のようなものが出回っているのでしょうか。

２．法状況

  1)要点：憲法２８条による労働三権保障、公務員法による争議権否認、裁判例

  2)採点基準：項目の提示のみでは、△。おおむね正確に説明できていれば、○

３．諸説

　1)要点：違憲論、合憲的限定解釈論（比較考量論）、財政民主主義論

  2)採点基準：説の提示のみでは、△。各説の内容をおおむね正確に提示していれば、○

４．自説

　1)要点：自らの立場を選択することが最低限必要

  2)採点基準：立場を選択していれば、△。説得的な理由付けができていれば、○

　＊コメント：公務員のストライキ、という以前に、そもそもストライキに対する反感からの感情的な解答が本問を選択した者に多く見られました。ストライキが嫌いであっても、権利として認められている以上、それは承認しなければなりません。

　　　　したがって、ここでは、権利意識のない解答は全てＸとしました。なお、これは違憲論を採用するべきであるとの趣旨ではありません。諸説のどの立場も、講義でも述べているように、労働者として権利を否定するものではありません。考え違いしている解答が多く見られました。

②原町タクシー事件　　　　　　　　　　　　　　　　　朝日新聞1997年06月26日
　仙台市の原町タクシー労働組合（石垣巌委員長）などが二十五日、会社を経営している「原町第一交通」の同組合に対する対応は不当労働行為だとして、県地方労働委員会に救済の申し立てをした。組合側の申立書によると、同組合は旧原町タクシーに勤務する労働者で組織。会社の経営者が変わり、今年五月に「原町第一交通」に社名変更した。旧会社が認めていた会社施設内の組合事務所の撤去を通告した、と指摘。
１．論点

　1)要点：便宜供与を受ける権利を有するか否か

  2)採点基準：便宜供与を巡る問題といった趣旨を提示するのみであれば、△

法的議論として文章で説明していれば、○

２．法状況

  1)要点：労働組合法規定→権利性についての明文規定はない→法解釈へ

　　　　　使用者の財産権（施設管理権）、団結権

  2)採点基準：項目の提示のみでは、△。おおむね正確に説明できていれば、○

３．諸説

　1)要点：組合保障論、労使合意論

  2)採点基準：説の提示のみでは、△、各説の内容をおおむね正確に提示していれば、○

４．自説

　1)要点：自らの立場を選択することが最低限必要

  2)採点基準：立場を選択していれば、△、説得的な理由付けができていれば、○

＊コメント：労働組合にとって組合事務所が必要であるから使用者は承認するべきだ、といった趣旨の解答がいくつかみれらました。講義でも繰り返し述べたように、必要性があるからといって権利として承認されるものではなりません。
③中日新聞事件　　　　　　　　　　　　　　　　　毎日新聞2001年03月23日　 

　新聞労連と東京新聞労組などは２２日、中日新聞社の小山勇副社長が個人的に森喜朗首相の関連政治団体に分散して計３００万円を献金していたことに対し、同社が団体交渉の場で献金についての見解を明らかにしないのは不当労働行為に当たるとして、団交に応じることなどを求めて東京都地労委に救済を申し立てた。申立書などによると、小山氏は一昨年１０月に森首相の資金管理団体「春風会」と、政治団体「大樹会」「近代政経研究会」の計３団体に１００万円ずつ献金していた。東京新聞労組は、３団体の所在地が一緒であることから、脱法行為だとして同社に計７回、団交の場での説明を求めた。しかし、同社は「団交の議題にふさわしくない」と説明を拒否しているという。
１．論点

　1)要点：法的に正当な団体交渉の交渉事項

  2)採点基準：交渉事項の趣旨を提示するのみであれば、△

法的議論として文章で説明していれば、○

２．法状況

1)要点：法的正当性の要件（当事者、担当者、対象事項、交渉態様）、裁判例

  2)採点基準：項目の提示のみであは、△。おおむね正確に説明できていれば、○

３．諸説

1)要点：経営事項は対象外論、労働条件に直接関係するならば対象事項論

労働内容・雇用保障への関心からであれば対象事項

  2)採点基準：説の提示のみでは、△。内容をおおむね正確に提示していれば、○

４．自説

　1)要点：自らの立場を選択することが最低限必要

  2)採点基準：立場を選択していれば、△。説得的な理由付けができていれば、○

④新潟鉄工所事件　　　　　　　　　　　　　　　　　　朝日新聞2004年03月19日
　会社更生法に基づき再建中だった新潟鉄工所（東京都）で、労働協約を改定し退職金を一律８割カットした管財人の措置は無効だとして、従業員ら２２人が、会社側に全額の支払いを求めている訴訟の判決が１８日、新潟地裁であった。犬飼真二裁判長は「改定はやむを得ないもので有効」として請求を棄却した。訴状によると、新潟鉄工所管財人は、０２年４月、「破産手続きへの移行を避けるため」などの理由で退職金を一律で８０％カットする案を労働組合に提示。１０日後に労働協約の一部を改定する協定書を組合と交わした。しかし、一部の組合員が協定内容に反発。従業員、元従業員が訴訟を起こした。
１．論点

　1)要点：有利原則の可否

  2)採点基準：有利原則の可否の趣旨を提示するのみであれば、△

法的議論として文章で説明していれば、○

２．法状況

1)要点：労働協約の規範的効力、有利原則の説明、労働組合の組織形態

  2)採点基準：項目の提示のみでは、△。おおむね正確に説明できていれば、○

３．諸説

1)要点：両面的強行性説（有利原則否定説）、片面的強行性説（有利原則肯定説）

  2)採点基準：説の提示のみでは、△。各説の内容をおおむね正確に提示していれば、○

４．自説

　1)要点：自らの立場を選択することが最低限必要

  2)採点基準：立場を選択していれば、△。説得的な理由付けができていれば、○

⑤プロ野球代理人交渉事件　　　　　　　　　　　日刊スポーツ2000年11月09日　 

　「渡辺発言」が国会審議にかけられた。午後４時すぎから、衆院労働委員会で質問に立った共産党大森猛議員が「渡辺巨人軍オーナーの不当労働行為予告発言」について、労働省および吉川芳男労相（６９）の見解を求めた。大森議員は、渡辺オーナーの「代理人を連れてきたら（年俸を）カットしろと言う。嫌なら辞めればいい」などの発言について、不当労働行為の意思を表明していると指摘。労働省は労組プロ野球選手会（会長＝ヤクルト古田）にも連絡を入れ、代理人制度の合意事項、協約の有無などを確認。代理人制度は当事者間の口頭で合意、議事録で認証したもの。

１．論点

　1)要点：使用者の言論の自由と不当労働行為

  2)採点基準：使用者の言論の自由、の趣旨を提示するのみであれば、△

法的議論として文章で説明していれば、○

　＊コメント：使用者に言論の自由が憲法で認められている、といった趣旨の解答があった。憲法にそのような規定はない。一市民として権利が認められているのであって、使用者に権利は認められていない。

２．法状況

  1)要点：不当労働行為制度、支配介入の禁止

  2)採点基準：項目の提示のみでは、△。おおむね正確に説明できていれば、○

３．諸説

　1)要点：プラスファクター必要説、不要説、折衷説

  2)採点基準：説の提示のみでは、△。各説の内容をおおむね正確に提示していれば、○

４．自説

　1)要点：自らの立場を選択することが最低限必要

  2)採点基準：立場を選択していれば、△。説得的な理由付けができていれば、○

Ⅲ．合格率：９２．９％

１．合格率　　３回生以下：94.7%、４回生以上：86.1%、全体：92.9%

　３回生以下のみで見ると、例年と同様の約95%の合格率となるが、４回生以上の合格率が低かったので、全体としては、例年より若干低い合格率となっている。　

　なお、この合格率は、講義受講者（受講登録者ではない）で試験を受験した者の中に占める合格者の比率を示している。講義の出席調査は行っていないため、講義受講者数は明確ではないが、毎回の課題の提出状況から推測し、２／３以上の課題提出者を講義受講者とした。講義受講者でない試験受験者の中にも、極少数ではあるが合格者は存在するが、その者も、上の算定にあたっては分母にも分子にも算入していない。

２．構成比率　Ａ＋：5.1%、Ａ：20.4%、Ｂ：42.0%、Ｃ：32.5%

　法学部独自で比率についての目安を設定している（Ａ＋：5%程度、Ａ：25±5%程度、Ｂ：40±5%程度、Ｃ：30±5%程度）が、おおむね目安通りの結果となっている。若干ではあるが、Ａ評価が少なく、その分、Ｂ評価とＣ評価が多くなっているであろうか。

　なお、この構成比率とは、合格者に占める各評価の比率を示している。また、目安は、法学部独自で申し合わせしているものであって、全学基準ではない。
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